
平成26年11月18日の記者会見で、安倍 晋三首相が平成27年10月1日に予定されていた消費
税率10%への引上げの延期を表明しました。

平成24年8月22日に公布された「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を
行うための消費税法の一部を改正する等の法律（以下、「改正消費税法」）」において、平成26年
4月1日から8%、平成27年10月1日から10%と2段階での消費税率引き上げが規定されていた
ものの、改正消費税に含まれる景気弾力条項による10%への引上げ施行の停止措置が適用され
る可能性がありました。

具体的には、消費税率の引上げは経済状況を好転させることを条件として実施するため、消費税
率の引上げ施行前に、名目及び実質の経済成長率、物価動向等、種々の経済指標を確認し、経済
状況等を総合的に勘案した上で、引上げ施行の停止を含めた所要の措置を講ずることが改正消
費税法に明記されています。

再増税の延期時期
消費税10%への引上げは、1年半後の平成29年4月1日に延期されることが、今回の会見で表明
されました。また、当該延期について景気弾力条項は付さず、再延期は行わない旨を表明してい
ます。増税時期を延期するには来年の通常国会で法改正する必要があり、今後検討が進められ
ます。

軽減税率導入の検討
食料品等に課される税率を低く抑える軽減税率について、システム対応等の期間を考慮し、再増
税の延期時期と同時に導入する案が浮上しており、今後検討が進められます。

クロスボーダー取引に係る改正内容の見通し時期
海外事業者から提供されるデジタルコンテンツ等の役務の提供について、平成27年度税制改正
に盛り込まれることが見込まれていました。税制改正に関する具体的な方向性は、例年12月に発
表される与党税制改正大綱で明らかになりますが、平成27年度の大綱は公表が年明けにずれこ
む可能性が高く、今後の動向に注意が必要と思われます。
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